
公 告

　金沢市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年条例第１号）第６条の規定により、金沢市の人事行

政の運営等の状況を次のとおり公表します。

　　令和６年９月30日

金沢市長　　村　　　山　　　　　　　卓

第１　人事行政の運営の状況

　１　職員の任免及び職員数に関する状況	

　　⑴　部門別職員数の状況と主な増減理由	

（単位：人）

部　　　　　門
職　員　数 対前年

増減数
主な増減理由

令和５年 令和６年

一般行政部門

議 会 19 19 0

総 務 379 381 2 災害対策の強化等

税 務 155 156 1 緊急支援給付金等への対応

民 生 381 401 20 児童虐待防止への対応、こども家庭センターの運営等

衛 生 416 416 0

労 働 7 6 △ 1 執行体制の見直し

農林水産 70 72 2 市営造林の主伐への対応等

商 工 56 57 1 施設の運営体制の強化

土 木 247 254 7 災害対策の強化、公共施設の大規模改修工事の本格化等

小 計 1,730 1,762 32

特別行政部門

教 育 399 401 2 特別支援教育サポートセンターの開設

消 防 437 446 9 救急隊の増隊等

小 計 836 847 11

公 営 企 業 等

会 計 部 門

病 院 314 327 13 欠員補充等

水 道 134 136 2 育休等職員の正規職員の代替配置等

下 水 道 90 92 2 石川県への派遣等

そ の 他 106 105 △ 1 執行体制の見直し

小 計 644 660 16

合　　　　　計 3,210 3,269 59

　（注）  各年４月１日現在の人数です。

　会計年度任用職員（フルタイム）の職員数（令和６年４月１日現在）		

　　公営企業等会計部門（病院）　10人

⑵　職員の退職状況
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（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

区　分 早期募集・定年退職 自己都合 その他 計

人　数 24 71 1 96

　（注）  特別職及び割愛による退職者を除く。

　　⑶　職員採用候補者試験の実施状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

試験区分
申込者数 受験者数（Ａ） 合格者数（Ｂ） 倍率 採用者数

男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 A/B 男性 女性 計

大学卒

業程度

事 務 98 83 181 78 65 143 16 27 43 3.3 14 20 34

事 務（ 特 別 枠 ） 20 14 34 16 12 28 4 4 8 3.5 2 4 6

事務（社会福祉） 3 5 8 3 3 6 1 1 2 3.0 1 1 2

事 務（ 心 理 ） 2 0 2 2 0 2 0 0 0 - 0 0 0

事務（児童福祉） 1 1 2 1 0 1 0 0 0 - 0 0 0

司 書 2 11 13 2 10 12 0 1 1 12.0 0 1 1

土 木 7 2 9 4 2 6 1 2 3 2.0 1 2 3

土 木（ 特 別 枠 ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0

建 築 5 1 6 4 1 5 3 1 4 1.3 2 1 3

建 築（ 特 別 枠 ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0

農 業 2 3 5 0 3 3 0 2 2 1.5 0 2 2

林 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0

造 園 0 1 1 0 1 1 0 1 1 1.0 0 1 1

消 防 士 34 1 35 30 1 31 9 1 10 3.1 8 1 9

獣 医 師 1 1 2 1 1 2 1 1 2 1.0 0 0 0

薬 剤 師 3 2 5 3 2 5 2 2 4 1.3 2 2 4

保 健 師 0 12 12 0 11 11 0 8 8 1.4 0 8 8

小　　　計 178 137 315 144 112 256 37 51 88 2.9 30 43 73

短大・

高校卒

業程度

事 　 　  務 9 17 26 9 15 24 3 10 13 1.8 3 8 11

事 　 　  務

（障害のある方）
14 5 19 12 5 17 1 0 1 17.0 0 0 0

土 木 2 1 3 2 0 2 1 0 1 2.0 1 0 1

建 築 0 1 1 0 1 1 0 1 1 1.0 0 1 1

消 防 士 53 3 56 50 3 53 7 0 7 7.6 7 0 7

保 育 士 2 26 28 2 23 25 0 13 13 1.9 0 12 12

臨 床 検 査 技 師 0 2 2 0 2 2 0 1 1 2.0 0 1 1

看 護 師 6 19 25 5 19 24 3 19 22 1.1 3 18 21

小　　　計 86 74 160 80 68 148 15 44 59 2.5 14 40 54

職　務

経験者

事 務（ 情 報 ） 4 0 4 4 0 4 3 0 3 1.3 1 0 1

事務（社会福祉） 2 5 7 2 5 7 1 2 3 2.3 1 2 3

事 務（ 心 理 ） 1 4 5 1 4 5 0 2 2 2.5 0 2 2

土 木 6 0 6 6 0 6 4 0 4 1.5 4 0 4

建 築 3 0 3 3 0 3 0 0 0 - 0 0 0

保 健 師 0 2 2 0 2 2 0 1 1 2.0 0 1 1

小　　　計 16 11 27 16 11 27 8 5 13 2.1 6 5 11

中途採用者（就職氷河期世代）

事　　　　務
22 23 45 17 19 36 1 1 2 18.0 1 1 2

教育職
市立工業高等学校教諭 7 6 13 5 6 11 0 2 2 5.5 0 2 2

小　　　計 7 6 13 5 6 11 0 2 2 5.5 0 2 2

合　　　　計 309 251 560 262 216 478 61 103 164 2.9 51 91 142
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　２　職員の人事評価の状況

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第23条の２第１項の規定に基づき、能力の実証に基づいた人事管理体

制を確立し、公務の能率的な運営を図るため、職員の人事評価を行っています。	

　また、職員の能力や勤務実績等を総合的に評価することを通じて配置換えや昇任等を行い、適材適所の人事配

置を図っています。	

　３　職員の給与の状況

　　⑴　人件費の状況（令和５年度普通会計決算見込み）

区　分
住民基本台帳人口

（令和６年１月１日）

歳出額

Ａ

実質収支 人件費

Ｂ

人件費率

Ｂ／Ａ

（参考）令和４

年度の人件費率

令和５年度 444,996 202,425,613 4,219,621 23,547,339 11.6 9.7

　　⑵　職員給与費の状況（令和６年度普通会計予算）

区　分
職員数

Ａ

給　　　　　与　　　　　費 １人当たり給与費

Ｂ／Ａ給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

令和６年度 2,665 10,014,962 2,038,621 4,208,208 16,261,791 6,102

　（注）  １　給与費は、当初予算に計上された額です。

　　　　２　職員手当には、退職手当を含みません。

　　⑶　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

区　分
令和５年４月１日現在 令和６年４月１日現在

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 41.6 歳 320,400 円 429,400 円 41.4 歳 321,100 円 409,900 円

技能労務職 51.6 歳 309,500 円 361,900 円 52.0 歳 311,700 円 367,400 円

　（注）  平均給与月額とは、給料月額と諸手当の額を合計したものです。

　　⑷　職員の初任給の状況

区　分 金沢市 国

一般行政職

大学卒

令和５年４月１日現在 196,700 円
総合職　200,700 円

一般職　196,200 円

令和６年４月１日現在 196,700 円
総合職　200,700 円

一般職　196,200 円

高校卒
令和５年４月１日現在 167,000 円 166,600 円

令和６年４月１日現在 167,000 円 166,600 円

技能労務職 高校卒
令和５年４月１日現在 185,800 円 - 円

令和６年４月１日現在 185,800 円 - 円

　　⑸　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 経験年数30年

一般行政職

大学卒
令和５年４月１日現在 269,017 円 310,326 円 355,788 円 400,871 円

令和６年４月１日現在 276,443 円 313,246 円 354,633 円 400,526 円

高校卒
令和５年４月１日現在 228,850 円 264,483 円 312,729 円 375,229 円

令和６年４月１日現在 242,220 円 278,513 円 309,650 円 384,378 円

技能労務職 高校卒
令和５年４月１日現在 -円 259,440 円 282,125 円 296,655 円

令和６年４月１日現在 -円 264,775 円 - 円 326,827 円

人 ％ ％千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円人
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　　⑹　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

99.3 99.4 99.4 99.5 99.2

　（注）  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　⑺　一般行政職の級別職員数の状況

（令和６年４月１日現在）

区分 標準的な職務内容 職　員　数 構　成　比

１級 主事、技師 144 人 9.8％

２級 主事、技師 207 人 14.1％

３級 主査、主任 446 人 30.5％

４級 課長補佐、主査、主任 326 人 22.3％

５級 課長補佐 135 人 9.2％

６級 課長、課長補佐 114 人 7.8％

７級 次長、課長 69 人 4.7％

８級 次長 6人 0.4％

９級 局長 17 人 1.2％

合　　　　　　　計 1,464 人 100.0％

　　⑻　昇給への人事評価の反映状況	 	 	 	

　　　ア　人事評価の実施状況	 	

　　　　　地方公務員法第23条の２第１項の規定に基づき、全職員に対して人事評価を実施しています。	

　　　イ　昇給への人事評価の反映状況	 	

　　　　　上記アの人事評価を参考にし、下記の５段階の昇給区分を実施しています。	

　令和６年４月

昇給基準

区　分
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

特 定 職 員 ８以上 ６ ３ ２ ０

   〃   （55 歳以上） ２以上 １ ０ ０ ０

一　 般　 職　 員 ８以上 ６ ４ ２ ０

   〃   （55 歳以上） ２以上 １ ０ ０ ０

　（注）  特定職員とは、行政職給料表７級以上の職員及びこれに相当する職員をいいます。

　　⑼　職員手当の状況	 	 	

　　　ア　期末・勤勉手当 （令和５年度）

金沢市 国

１人当たり平均支給額 1,488 千円

区　　分 期末手当 勤勉手当 区　　分 期末手当 勤勉手当

６月期 1.200 月分 1.000 月分 ６月期 1.200 月分 1.000 月分

12 月期 1.250 月分 1.050 月分 12 月期 1.250 月分 1.050 月分

計 2.450 月分 2.050 月分 計 2.450 月分 2.050 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）	

　平成28年12月期から全職員を対象とし、勤務実績を反映しています。９月、３月の年２回評価を実施し、	

業績評価結果に基づき、職位に応じて５段階の成績率を設定しています。

　　イ　退職手当 （令和６年４月１日現在）	
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金沢市 国

支給率 自己都合 早期募集・定年 支給率 自己都合 応募認定・定年

勤 続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤 続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分

勤 続 25 年 28.0395 月分 33.27075  月分 勤 続 25 年 28.0395 月分 33.27075  月分

勤 続 35 年 39.7575 月分 47.709    月分 勤 続 35 年 39.7575 月分 47.709    月分

最 高 限 度 47.709  月分 47.709    月分 最 高 限 度 47.709  月分 47.709    月分

（その他の加算措置）

・定年前早期退職特例措置（２％～ 45％加算）

・退職時特別昇給　なし

（その他の加算措置）

・定年前早期退職特例措置（２％～ 45％加算）

・退職時特別昇給　なし	

令和５年度

１人当たり

平均支給額

自己都合 11,809 千円

早期募集 20,563 千円

定年 17,327 千円

　　　ウ　地域手当（令和５年度）

支給総額 416,803 千円

支給職員１人当たり平均支給額 132,655　円

支給地域等 支給率 支給対象職員数 国の支給率

東京都特別区内 20％ 11 人 20％

医師 16％ 41 人 16％

金沢市 ３％ 3,184 人 ３％

　　　エ　特殊勤務手当

支給総額（令和５年度） 255,673 千円

支給対象職員１人当たり平均支給年額（令和５年度） 189,387　円

職員全体に占める支給対象職員の割合（令和５年度） 42.1   ％

手当の種類（手当数）令和６年４月１日現在 31 種類

代表的な手当の名称

支給額の多い手当

1	 感染症防疫作業手当

2	 変則勤務手当

3	 医療従事手当

4	 汚物処理手当

5	 消防危険作業等手当

支給対象職員の多い手当

1	 変則勤務手当

2	 消防危険作業等手当

3	 感染症防疫作業手当

4	 災害応急作業等手当

5	 児童保育等業務手当

　　　オ　時間外勤務手当

令和４年度
支給総額 1,278,657 千円

職員１人当たり支給年額 453,264　円

令和５年度
支給総額 1,344,826 千円

職員１人当たり支給年額 479,268　円

　　　カ　扶養手当

（令和６年４月１日現在）

金沢市 国

子 10,000 円 子 10,000 円
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子以外の扶養親族

行政職給料表 7級以下 6,500 円

子以外の扶養親族

行政職給料表 7級以下 6,500 円

行政職給料表 8級 3,500 円 行政職給料表 8級 3,500 円

行政職給料表 9級 支給なし 行政職給料表 9級 支給なし

満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末まで

の子（１人につき・加算額）

5,000 円 満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末まで

の子（１人につき・加算額）

5,000 円

　※「行政職給料表7級」、「行政職給料表8級」及び「行政職給料表9級」には、これらに相当する職務の級を含みます。

　　　キ　住居手当

（令和６年４月１日現在）

金沢市 国

借　家

借　間

家賃 22,000 円以下 家賃額－ 10,000 円

借　家

借　間

家賃 27,000 円以下 家賃額－ 16,000 円

家賃 22,000 円を超え

54,000 円未満

（家賃額－ 22,000 円）

× 1/2 ＋ 12,000 円

家賃 27,000 円を超え

61,000 円未満

（家賃額－ 27,000 円）

× 1/2 ＋ 11,000 円

家賃 54,000 円以上 28,000 円 家賃 61,000 円以上 28,000 円

　　　ク　通勤手当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （令和６年４月１日現在）

金沢市 国
交通機関利用者 運賃相当額（支給限度額　60,000 円） 交通機関利用者 運賃相当額（支給限度額　55,000 円）

交通用具利用者

２ 〜 4 km 2,200 円

交通用具利用者

2 〜 5 km 2,000 円

4 〜 6 km 4,400 円 5 〜 10 km 4,200 円

6 〜 8 km 5,200 円 10 〜 15 km 7,100 円

8 〜 10 km 6,100 円 15 〜 20 km 10,000 円

10 〜 12 km 7,100 円 20 〜 25 km 12,900 円

12 〜 14 km 8,200 円 25 〜 30 km 15,800 円

14 〜 16 km 9,300 円 30 〜 35 km 18,700 円

16 〜 18 km 10,500 円 35 〜 40 km 21,600 円

18 〜 20 km 11,700 円 40 〜 45 km 24,400 円

20 〜 22 km 12,900 円 45 〜 50 km 26,200 円

22 〜 24 km 14,100 円 50 〜 55 km 28,000 円

24 〜 26 km 15,300 円 55 〜 60 km 29,800 円

26 〜 28 km 16,450 円 60km 以上 31,600 円

28 〜 30 km 17,600 円

30 〜 32 km 18,700 円

32 〜 34 km 19,850 円

34 〜 36 km 21,000 円

36 〜 38 km 22,150 円

38 〜 40 km 23,300 円

40 〜 42 km 24,400 円

42 〜 44 km 25,150 円

44 〜 46 km 25,900 円

46 〜 48 km 26,600 円

48 〜 50 km 27,300 円

50 〜 52 km 28,000 円

52 〜 54 km 28,750 円

54 〜 56 km 29,500 円

56 〜 58 km 30,200 円

58 〜 60 km 30,900 円

 60km 以上 31,600 円
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⑽　特別職の報酬等の状況

（令和６年４月１日現在）

区分 給料・報酬の月額 期末手当

給　料

市　長 1,180,000 円
（令和５年度支給割合）

 6 月期　1.650 月分

12 月期　1.750 月分

計　　　3.40  月分

加算措置　有
副市長 960,000 円

報　酬

議　長 810,000 円
（令和５年度支給割合）

 6 月期　1.650 月分

12 月期　1.750 月分

計　　　3.40  月分

加算措置　有

副議長 745,000 円

議　員 700,000 円

　４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　　⑴　勤務時間の状況

（令和６年４月１日現在）

１週間の勤務時間 勤務箇所 開始時刻 終了時刻 休憩時間

38 時間 45 分

市役所第一本庁舎、市役所第二本庁舎、東

京事務所、近江町消費生活センター、企業

局本局

午前９時 午後５時 45 分
正午から	

午後１時まで

上記以外の勤務箇所 午前８時 30 分 午後５時 15 分
正午から	

午後１時まで

　（注）  業務の性質により、上記の勤務時間によることができない勤務箇所の勤務時間は、別に定めています。	 	

　　⑵　休暇の状況

（令和６年４月１日現在）

区　分 事　　　由 期　　　間

年次有給休暇
１年度において 20 日の範囲内（20 日を限度に翌

年度に繰り越すことができます。）

病気休暇 下記以外 90 日の範囲内

結核性疾患 １年の範囲内

公務上又は通勤による負傷又は疾病 必要と認められる期間

特別休暇

選挙権その他公民としての権利の行使 必要と認められる期間

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、

裁判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出

頭する場合

必要と認められる期間

骨髄移植及び末梢血幹細胞移植のための登録又

は提供に伴う検査、入院等
必要と認められる期間

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献す

る活動を行う場合
１年度において５日の範囲内

結婚休暇 ７日を超えない範囲内

不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが

相当であるとき

１年度において５日（体外受精及び顕微授精に係

るものである場合は、10 日）の範囲内

妊娠中又は出産後１年以内の女子職員が保健指

導・健康診査を受ける場合

必要と認められる期間

妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の

混雑の程度が母体の健康維持に重大な支障を与

える程度に及ぶ場合

勤務時間の始め又は終わりにつき、１日を通じて

１時間を超えない範囲内で各々必要があると認め

る期間
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妊娠に起因するつわり等の障害のため勤務する

ことが著しく困難な場合
10 日を超えない範囲内

産前・産後休暇 産前８週間（多胎妊娠の場合は 14 週間）、産後８

週間

生後１年９月に達しない子を育てる職員が、そ

の子の保育のため授乳等を行う場合
１日２回それぞれ 45 分以内の期間

生理休暇 ２日の範囲内

職員の妻が出産する場合
出産に係る入院等の日から出産の日後４週間を経

過するまでの期間内における３日の範囲内

職員の妻が出産する場合で、当該出産に係る子

又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育

する職員が、これらの子の養育のため勤務しな

いことが相当であると認められるとき

出産に係る子を養育する場合は子が１歳に達する

まで、小学校就学の始期に達するまでの子を養育

する場合は出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合

は 14 週間）前の日から出産後子が１歳に達する

までの期間内における５日の範囲内

２親等までの親族の看護のため勤務しないこと

が相当であると認められる場合

１年度において５日（中学校就学の始期に達する

までの子が２人以上の場合は 10 日）の範囲内

配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、孫

及び兄弟姉妹等の介護その他の世話を行う職員

が、当該世話を行うため勤務しないことが相当

であると認められる場合

１年度において５日（要介護者が２人以上の場合

は 10 日）の範囲内

忌引休暇 親族の区分により１日から８日の範囲内

父母、配偶者、配偶者の父母及び子の追悼のた

めの特別な行事（死亡後 15 年以内に行われる

ものに限る。）のために勤務しないことが相当

であると認められる場合

１日の範囲内

夏季休暇 ５日の範囲内（毎年定めるところによる）

地震、水害、火災その他の災害により職員の現

住居が滅失し、又は損壊した場合で、職員が当

該住居の復旧作業等のため勤務しないことが相

当であると認められるとき

７日の範囲内

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の

事故等により出勤することが困難であると認め

られる場合

必要と認められる期間

地震、水害、火災その他の災害時において、職

員が退勤途上における身体の危険を回避するた

め勤務しないことがやむを得ないと認められる

場合

必要と認められる期間

介護休暇

配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、孫

及び兄弟姉妹等を２週間以上にわたり介護する

ため、勤務しないことが相当であると認められ

るとき

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内

で必要と認められる期間

介護時間

配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、孫

及び兄弟姉妹等を２週間以上にわたり介護する

ため、１日の勤務時間の一部につき、勤務しな

いことが相当であると認められるとき

介護休暇とは別に、介護を必要とする一の継続す

る状態ごとに、連続する３年の期間内において、

１日につき２時間を超えない範囲内で必要と認め

られる期間
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　５　職員の分限及び懲戒処分の状況

　　⑴　分限処分の状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

区　分 降　任 免　職 休　職 降　給 計

勤務実績が良くない場合 0 0 0

心身の故障の場合 0 0 74 74

職に必要な適格性を欠く場合 １ 0 １

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた

場合
0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0

条例で定める事由による場合 0 0 0

計 １ 0 74 0 75

　　⑵　懲戒処分の状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

区　分 戒　告 減　給 停　職 免　職 計

給与・任用に関する不正 0 0 0 0 0

一般服務違反関係（欠勤、勤務態度不良等） 0 0 0 0 0

一般非行関係（傷害、暴行等） 0 0 1 0 1

収賄等関係 0 0 0 0 0

道路交通法違反 0 0 2 0 2

監督責任 0 0 0 0 0

計 0 0 3 0 3

　６　職員の服務の状況

　　⑴　時間外勤務及び休日勤務の状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）

時間外・休日勤務総時間数 職員１人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数

490,064 時間 14.6 時間

　　⑵　年次有給休暇の使用状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）

総付与日数Ａ 総使用日数Ｂ 対象職員数Ｃ 平均使用日数Ｂ／Ｃ 消化率Ｂ／Ａ

123,408 日 38,583.0 日 3,218 人 11.7 日 31.3％

　　⑶　育児休業及び部分休業の利用状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

区　分

令和５年度の取得者数 令和５年度中に新たに取得可能となった職員

育児休業 部分休業
育児

短時間勤務

うち育児休業

取得者数

うち部分休業

取得者数

うち育児短時間

勤務取得者数

男性職員
53 1 0

74 53 0 0
6 2 0

女性職員
65 39 0

65 65 0 0
81 85 0

計
118 40 0

139 118 0 0
87 87 0

　（注）  「令和５年度の取得者数」欄の上段は令和５年度に新たに取得した者の人数、下段は令和４年度以前から引

き続き取得している者の人数

　　⑷　介護休暇及び介護時間の取得状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）
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区　分
介護休暇

取得者数

要介護者数（職員との続柄別） 介護時間

取得者数配偶者 父母 子　 配偶者の父母 祖父母 兄弟姉妹 その他

男性職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女性職員 0 0 0 0 0 0 0 0 1

計 0 0 0 0 0 0 0 0 1

　　⑸　自己啓発休業の取得状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

区　分 取　得　者　数
取　得　者　数　の　内　訳

大学等課程の履修 国際貢献活動

男性職員 0 0 0

女性職員 0 0 0

計 0 0 0

　　⑹　配偶者同行休業の取得状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

区　分 取得者数
配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する理由

外国での勤務 事業経営その他個人が業として行う活動 外国の大学における修学 その他

男性職員 0 0 0 0 0

女性職員 1 1 0 0 0

計 1 1 0 0 0

　７　職員の退職管理の状況

　地方公務員法が一部改正（平成28年４月１日施行）され、職員の退職管理に関する規定が設けられたことに伴

い、再就職状況の届出等について定めた条例を制定したほか、職員の退職管理の適正を確保し、職務の公正な執

行及び公務に対する市民の信頼を確保していくため、以下の取組を行っています。

⑴　地方公務員法における規制概要

　　地方公務員法により以下の規制が導入されています。

○再就職者が、離職前５年間の職務に属する、再就職先等と関連のある契約・許認可等の処分（以下「契約等

事務」という。）について、離職後２年間、依頼等を行うことを禁止

○離職前５年より前に局長の職にあった者は、局長の職に就任以降の職務に属する契約等事務について、離職

後２年間、依頼等を行うことを禁止

○在職中に自らが決定した契約等事務について、期間の定めなく依頼等を行うことを禁止

⑵　条例等における規制概要

　　地方公務員法による規制に加え、条例等により以下の規制を導入しています。

○離職前５年より前に課長級以上の職にあった者は、課長級以上の職に就任以降の職務に属する契約等事務に

ついて、離職後２年間、依頼等を行うことを禁止

○離職前に課長級以上の職にあった者であって、離職後２年経過していないもの（離職後に市に再度任用され

る者等を除く。）に対して、再就職状況の届出を義務付け

　８　金沢市職員次世代育成支援プラン（特定事業主行動計画）に基づく措置の実施の状況

　金沢市職員次世代育成支援プラン（特定事業主行動計画）は、次世代育成支援対策推進法に基づき、職員の仕

事と子育ての両立を支援するために平成17年３月に策定した計画です。

⑴　措置の状況

　子が生まれる予定の男性職員があらかじめ育児休業等の取得の有無や時期等を定める「育児休暇・休業取得

プラン」の作成のほか、男性職員への育児支援制度の説明、「子育てハンドブック」を活用した研修、育児休

業中の職員への各種情報提供、育児休業からの復職時の研修等の取組を行いました。

⑵　目標値と現在の状況

　ア　時間外勤務の平均時間数 （令和５年度）

　　　６⑴のとおり。　※数値目標＝120時間以下／年（10時間以下／月平均）

　イ　年次有給休暇の平均取得日数 （令和５年度）
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　　　６⑵のとおり。　※数値目標＝12日以上／年

　ウ　男性職員の育児関連休暇等取得状況 （令和５年度）

　　　　　　　※数値目標＝育児休業10％、出産補助休暇95％、育児参加のための休暇70％

休暇の種類 職　　　種 取　得　率 平均取得日数

育 児 休 業

事務・技術・その他 82.4％

保 育 士 −
消 防 士 62.9％

看 護 師      100.0％

技 能 労 務 職 33.3％

全 職 員 71.6％

出 産 補 助 休 暇 95.9％ ２日５時間

育 児 参 加 の た め の 休 暇 89.2％ ４日１時間

　９　女性活躍推進法に基づく金沢市特定事業主行動計画の取組の実施状況

　女性活躍推進法に基づく金沢市特定事業主行動計画は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づき、本市女性職員の活躍を推進するために平成28年４月に策定した計画です。

⑴　取組の状況

　採用パンフレットへの子育て支援制度の掲載、自治大学校等への女性職員の派遣、育児休業からの復職時の

研修、男性職員への育児支援制度の説明、各職員独自定時退庁日の尊重等の取組を行っています。

⑵　目標値と現在の状況

　ア　女性職員の採用割合 （令和５年４月２日～令和６年４月１日）

職　　　種 女性職員の割合

事 務・ 技 術・ そ の 他 59.8％

保 育 士      100.0％

消 防 士  6.3％

看 護 師 85.7％

全 職 員 60.9％

（参考）会計年度任用職員 76.3％

　イ　継続勤務年数の男女差 （令和６年４月１日現在）

職　　　種 男　　　性 女　　　性

事務・技術・その他 18年１月 12年５月

保 育 士 17年４月 12年２月

消 防 士 16年６月 ６年６月

看 護 師 ９年０月 16年２月

技 能 労 務 職 19年10月 20年10月

全 職 員 17年９月 13年３月

ウ　管理職に占める女性職員の割合 （令和６年４月１日現在）

　　　　　　　　　　※数値目標＝15.0% 以上

役 職 段 階 女性の割合

課 長 級 以 上 17.0％

エ　各役職段階に占める女性職員の割合 （令和６年４月１日現在）

  ※数値目標＝主査級以上の職員の女性割合30.0% 以上

役 職 段 階 女性の割合

局 長 級 8.7％
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次 長 級 14.8％

課 長 級 18.7％

課 長 補 佐 級 23.7％

主 査 級 35.3％

主 任 48.1％

一 般 職 員 52.7％

全 職 員 40.3％

※主査級以上 29.1％

オ　男女別の育児休業取得率 （令和５年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　※数値目標＝男性職員30％以上

職　　　種 男　　　性 女　　　性

事 務・ 技 術・ そ の 他 82.4％ 100.0％

保 育 士 − 100.0％

消 防 士 62.9％ 100.0％

看 護 師 100.0％ 100.0％

技 能 労 務 職 33.3％ −
全 職 員 71.6％ 100.0％

（参考）会計年度任用職員 0.0％ 100.0％

カ　男性職員の出産補助休暇の取得率・平均取得日数 （令和５年度）

　　８⑵ウ のとおり。　※数値目標＝95％（出産補助休暇の取得率）

キ　時間外勤務の平均時間数 （令和５年度）	

　　６⑴のとおり。　　 ※数値目標＝120時間以下／年（10時間以下／月平均）

ク　年次有給休暇の平均取得日数 （令和５年度）	

　　６⑵のとおり。　　 ※数値目標＝12日以上／年

　10　女性活躍推進法に基づく男女の給与差異の情報公表

　女性活躍推進法に基づき、各区分における男性職員の年間平均給与に対する女性職員の年間平均給与の割合に

ついて公表するものです。

⑴　全職員にかかる情報（令和５年度）

職員区分 男女の給与の差異

任期の定めのない常勤職員 86.4％

任期の定めのない常勤職員以外の職員 60.6％

全職員 61.6％

⑵　「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報（令和５年度）

　ア　役職段階別

役 職 段 階 男女の給与の差異

局 長・ 次 長 級 120.7％

課 長 級 106.7％

課 長 補 佐 級 98.1％

主 査 級 96.5％

　イ　勤続年数別

勤続年数 男女の給与の差異

36年以上 93.7％
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31〜35年 95.8％

26〜30年 94.0％

21〜25年 92.5％

16〜20年 94.8％

11〜15年 95.0％

６〜10年 92.2％

１〜５年 83.7％

　11　金沢市職員障害者活躍推進プランに基づく取組の実施状況

　金沢市職員障害者活躍推進プランは、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、障害のある職員が能力を

有効に発揮して、職業生活において活躍することを推進するために令和２年３月に策定した計画です。

　⑴　取組の状況

　正規職員及び会計年度任用職員の採用試験、障害のある職員の従事可能な業務の把握、障害者理解促進研

修、Ｗｅｂ日報システムの利用等による障害のある職員の定着支援、障害のある職員との意見交換会等の取

組を行っています。

　⑵　障害者雇用率

　任命権者別障害者実雇用率（令和６年６月１日）

区　分 法定雇用率 雇用すべき障害者数① 実雇用率 障害者数② 過不足（②−①）
市長部局（病院含む） 2.80％ 67人 2.93％ 71人 ４人

教育委員会 2.70％ 16人 2.85％ 17.5人 1.5人

企業局 2.80％ ４人 3.24％ ５人 １人

　12　職員の研修の状況	

　令和３年３月に策定した「第４期人材育成実行計画」では、人材育成の方向性として「キャリア形成支援とデ

ジタル活用人材の育成」、「能力開発体制の強化　～自学・ＯＪＴ・研修～」、「人事管理制度との連携」の３つの

分野を設定し、各項目が連携しあって人材育成に取り組んでいきます。

①　キャリア形成支援とデジタル活用人材の育成

　キャリアデザイン研修の早期実施や人事評価時の面談の活用等によるキャリア形成意識の向上を図ります。

また、業務のデジタル化の中心となるデジタル行政推進リーダーを育成します。

②　能力開発体制の強化　～自学・ＯＪＴ・研修～

　ア　職員による「自学」の推進

　市町村・国際文化アカデミーへの公募派遣を実施するほか、大学院科目等履修生助成及び一級建築士資格

取得者への助成など職員の自主的・主体的な取組への支援をすることで、職員による「自学」の推進を図り

ます。

　イ　各職場が主体的に実施するＯＪＴなどの推進

　新採職員サポーター研修や将来の係長候補となる主査級職員へのＯＪＴ研修等の実施により、職場内での

主体的な取組を推進します。

　ウ　能力開発のための研修体制の強化

・　新任のライン課長やライン課長補佐、係長となった職員に対し、人材・業務マネジメント研修を実施し

　組織的な人材育成の強化を図ります。

・　ＲＰＡ、Ｅｘｃｅｌマクロ等の情報リテラシー研修の充実によるデジタル活用能力の強化を図ります。

・　ＳＤＧｓ視点、広報発信（ＳＮＳ活用）などの新しく求められる能力の強化と創造的な業務遂行意識の

醸成を図ります。

・　ダイバーシティについての研修を実施し、理解の促進を図ります。

・　Ｗｅｂ会議システムや動画配信などを活用したオンラインでの研修を実施し、場所や時間に縛られない

研修機会を提供します。

③　人事管理制度との連携の強化

　人事評価制度、組織目標、目標面接及び人材育成の関連性を周知するとともに、業務改善やデジタルの活用
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等の能力開発への評価を推進し、人事評価制度との連携を強化していきます。

　また、ハラスメント防止研修やメンタルヘルス研修、ストレスチェック等を実施し、健康管理体制の充実を

図ります。

研修の実施状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）　（単位：人）

実施機関 研　　　修　　　名 受　講　人　数

職 員 研 修 所

基 本 研 修 314

実 務 研 修

政 策 研 修 44

専 門 実 務 研 修 80

市 民 応 対 研 修 116

階 層 別 研 修 713

派 遣 研 修 124

自 己 啓 発 研 修 311

特 別 研 修 41

計 1,743

企 業 局

基 本 研 修 67

実 務 研 修 158

派 遣 研 修 63

計 288

消 防 局

基 本 研 修 516

実 務 研 修 143

計 659

市 立 病 院

基 本 研 修 1,066

実 務 研 修 0

派 遣 研 修 105

計 1,171

　13　職員の福祉及び利益の保護の状況

⑴　福利厚生制度の概要

　①　職員の健康管理

　　労働安全衛生法等に基づき、各種健康診断等を実施しています。

健康診断等の実施状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）

項　　　目 受診対象者 受診者数

定期健診

胸部エックス線検査 全職員 1,978 人

身体測定等（検尿・血圧等） 　〃 2,101 人

血液検査 　〃 2,100 人

心電図 　〃 2,101 人

その他の健診（主なもの）

がん検診 (肺・胃・大腸など ) 希望者 1,324 人

骨粗鬆症検診 　〃 159 人

ＶＤＴ検査 ＯＡ機器取扱者 29 人

ストレスチェック 全職員 3,831 人

　　　　　令和５年度決算額　　29,209千円（市、企業局、市立病院の計）

　②　職員互助会事業

　　　職員の勤務能率の向上や元気回復などを目的として金沢市職員互助会が事業を実施しています。

　　ア　掛金・負担金等の状況　

　　　・掛金・負担金　　　　　　　　会員掛金　　：給料の5.0/1000
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主負担金：給料の1.0/1000

　　　・令和５年度決算額　　　　　　72,193千円（うち事業主負担額12,264千円）	

　　　・会員１人当たりの公費補助額　3,831円	

　　イ　主な事業

　　　・厚生事業

　　　　　人間ドック助成・体育施設・文化施設等利用助成など

　③　職員の医療給付・年金給付

　職員とその家族の生活の安定と福祉の向上を図り、公務の能率的運営に資することを目的として、石川県

市町村職員共済組合が事業を実施しています。

　　　共済組合の事業内容

　　　・短期給付事業…職員とその家族の病気・けが・出産などに対して必要な給付を行う。

　　　　 （医療給付）

　　　・長期給付事業…職員の退職、障害又は死亡に対して年金などの給付を行う。

　　　　 （年金給付）	

  令和５年度負担金　　4,137,839千円

⑵　公務災害補償の状況

（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日）

請　求　件　数
内　　　　　訳

公　務　災　害 通　勤　災　害

30 件 28 件 ２件

第２　令和５年度における金沢市公平委員会の業務の状況

　１　勤務条件に関する措置の要求の状況

区　　分

令和５年３月31日現在

未処理件数

Ａ

令和５年４月１日～

令和６年３月31日の

措置要求件数

Ｂ

令和５年４月１日～

令和６年３月31日の

処理件数

Ｃ

令和６年３月31日現在

未処理件数

Ａ＋Ｂ－Ｃ

給 与 0 0 0 0

旅 費 0 0 0 0

勤 務 時 間 0 0 0 0

休 暇 0 0 0 0

執 務 環 境 0 0 0 0

厚 生 福 利 0 0 0 0

転 任 0 0 0 0

任 用 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0

合　　　計 0 0 0 0

　２　不利益処分に関する審査請求の状況

区　　分

令和５年３月31日現在

未処理件数

Ａ

令和５年４月１日～

令和６年３月31日の

審査請求件数

Ｂ

令和５年４月１日～

令和６年３月31日の

処理件数

Ｃ

令和６年３月31日現在

未処理件数

Ａ＋Ｂ－Ｃ

分
限
処
分

降 　 給 0 0 0 0

降 　 任 0 0 0 0

休 　 職 0 0 0 0

免 　 職 0 0 0 0
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懲
戒
処
分

戒 　 告 0 0 0 0

減 　 給 0 0 0 0

停 　 職 0 0 0 0

免 　 職 0 0 0 0

転 任 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0

合　　　計 0 0 0 0
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